
 

令和４年度 福井県内部統制評価報告書 
 

 

福井県知事 杉本達治は、地方自治法第１５０条第４項の規定による評価を行い、

同項に規定する報告書を次のとおり作成しました。 

 

１ 内部統制の整備および運用に関する事項 

福井県知事 杉本達治は、福井県の内部統制の整備および運用に責任を有しており、

福井県においては、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」

（平成３１年３月総務省公表。以下「ガイドライン」という。）に基づき、「福井県内

部統制基本方針」（令和２年３月１６日）を策定し、当該方針に基づき財務に関する

事務に係る内部統制体制の整備および運用を行っております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって 

機能することで、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものであり、目的の 

達成を阻害する全てのリスクを防止し、または、当該リスクの顕在化を適時に発見 

できない可能性がありますが、内部統制の整備および運用に係る評価結果等を踏ま 

え、必要な見直しを行いながら適切な制度の運用に努めてまいります。 

 

２ 評価手続 

福井県においては、令和４年度を評価対象期間とし、令和５年３月３１日を評価

基準日として、ガイドラインの「Ⅳ 内部統制評価報告書の作成」に基づき、財務に

関する事務に係る内部統制の評価を実施いたしました。 

 

３ 評価結果 

上記評価手続のとおり、ガイドラインに規定する評価作業を実施したところ、「全

庁的な内部統制」については有効に整備・運用されていましたが、「業務レベルの内

部統制」については、評価対象基準日において有効に整備されているものの、評価

対象期間中の財務事務における運用上の重大な不備を、別紙のとおり２件把握した

ため、財務に関する事務に係る内部統制は、評価対象期間において有効に運用され

ていないと判断しました。 

 

４ 不備の是正に関する事項 

上記の重大な不備については、不備の把握後、速やかに是正措置を講じるととも

に、当該所属における再発防止策と全庁的な注意喚起を行い、報告日現在において

不備の是正が図られていることを確認しています。 

今後はこうした不備の再発を防ぎ、適正な事務の執行に努めてまいります。 

 

 

令和５年８月１７日  福井県知事 杉本 達治 



別 紙  

令和４年度 内部統制の重大な不備および是正の概要 

 

（１）学校徴収金等の着服 

  ＜事案の概要＞ 

   県立高校において、令和４年１月から令和５年３月の間、事務職員が生徒か 

ら徴収した修学旅行の積立金など、学校が管理する徴収金（私費会計）約１,５

７８万円および授業料（公金）約１万円を着服した事案であり、別の職員が金

額のずれに気づいたことから発覚しました。なお、着服金は全額返金されてお

り、修学旅行など学校行事等への影響はありませんでしたが、着服金が極めて

多額であること、長期に渡って不正行為が繰り返されていたにもかかわらず複

数人での確認を怠っていたこと、県民の信頼を大きく損なう事案として公表さ

れたものであること等の理由から、令和４年度内部統制における「重大な不備」

として報告することとしました。 

 

  ＜是正の状況＞ 

   本件は、主に学校が独自に管理する私費会計に係る事案となりますが、複数

人で点検すべき資金の管理を当該職員１人に任せていたことが原因であり、当

該所属の再発防止策として、校長名の印鑑の管理、現金徴収の管理、会計記録

の定期的な確認などの措置を講じています。 

また、全庁で私費会計の実態調査と緊急点検を実施し、管理方法の適正化につ

いて周知徹底を図ったほか、コンプライアンス推進会議を開催して全所属に注

意喚起を行うなど、再発防止に向けた指導を実施しました。 

令和５年度以降は、内部統制の想定リスクおよび自己点検項目に「私費会計の

不備」を追加することにより、全庁的なチェック体制を強化していきます。 

 

（２）公文書の偽造 

  ＜事案の概要＞ 

   令和４年度の委託事業４本に関して、担当職員が紛失した決裁書類、契約書

等の公文書計２０件を偽造し、契約の相手方からの問合せにより発覚しました。 

   なお、当該事案の発覚は、評価対象期間外（令和５年４月）であり、相手方へ

の実害はありませんでしたが、令和４年度の財務に係る事務であり、県政に対

する県民の信頼を大きく損なう事案として公表されたものであることから、令

和４年度内部統制における「重大な不備」であると判断しました。 

 

  ＜是正の状況＞ 

本件は、事務処理の進捗状況の確認について、組織的なチェック体制が整って 

いなかったことが原因であり、当該所属の再発防止策として、各財務事務の決裁 

後における進捗状況の確認を、複数職員で行うことを徹底しました。 

令和５年度以降は、内部統制の点検項目に「財務書類の偽造」を明記し、不正

防止への職員の意識を高めるとともに、今回の文書偽造と同様の事案が生じた

場合に、内部統制の点検プロセスを通じて財務手続きの不備を発見する方法等

について、コンプライアンス推進会議を開催して周知徹底し、再発防止に取り組

んでまいります。 
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令和４年度福井県内部統制評価報告書 説明資料 

 

 

Ⅰ 評価期間 

令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

 

Ⅱ 対象所属 

知事部局、議会局および各委員会・委員の事務局 

 

Ⅲ 対象事務 

財務に関する事務 

 

Ⅳ 評価方法 

１ 全庁的な内部統制の評価 

（１）評価項目 

「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成31年３月総

務省公表。以下「ガイドライン」という。）別紙１の評価項目とした。 

 

（２）整備状況 

各評価項目について、本県の条例、規則のほか、庁内で公表（通知）されている要綱

やマニュアル、設置されている会議等について整理し、記録した。 

 

（３）運用状況 

各評価項目の整備内容に関する運用状況について、庁内で公表（通知）されているも

のについては当該文書で、庁内で公表（通知）されていないものについては、担当課に

照会・ヒアリングを行った。 

 

２ 業務レベルの内部統制の評価 

（１）整備状況および運用状況 

各所属のリスク評価シートおよび自己点検表に基づいた自己評価および内部統制推進

部局関係課による基礎評価を踏まえ、評価した。 

 

Ⅴ 評価概要 

１ 全庁的な内部統制の評価概要 

（１） 総括 

内部統制の６つの基本的要素（「統制環境」「リスクの評価と対応」「統制活動」「情報と伝

達」「モニタリング」「ＩＣＴへの対応」）について評価した結果、「重大な不備」は認められ

なかった。 
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（２） 各基本的要素の評価結果 

 

① 統制環境 

 

＜評価結果＞ 

内部統制の目的と取組等を定めた「福井県内部統制基本方針」や福井県職員の行動規範「福井

県職員クレド」等により知事の姿勢表明を行うとともに、内部統制の目的達成に向けた組織・体

制の整備や人事管理について、必要な取組みが実施されている。 

 

基本的

要素 

評価の基本

的な考え方 
評価項目 統制内容を示す資料 

①
統
制
環
境 

 
１ 知事は、

誠実性と倫

理観に対す

る姿勢を表

明している

か。 

 
１－１ 知事は、地方公共団体が事

務を適正に管理および執行する上

で、誠実性と倫理観が重要である

ことを、自らの指示、行動および

態度で示しているか。 

 
・内部統制の方針(R2) 

・福井県内部統制推進要領(R2) 

・福井県職員クレド(R元) 

・福井県職員倫理規則(R元) 

・福井県職員服務規程(S39) 

 
１－２ 知事は、自らが組織に求め

る誠実性と倫理観を職員の行動お

よび意思決定の指針となる具体的

な行動基準等として定め、職員お

よび外部委託先、ならびに、住民

等の理解を促進しているか。 

 
１－３ 知事は、行動基準等の遵守

状況に係る評価プロセスを定め、

職員等が逸脱した場合には、適時

にそれを把握し、適切に是正措置

を講じているか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 

・福井県職員倫理規則(R元) 

・福井県職員服務規程(S39) 

・福井県職員等の懲戒の手続および効果に関す

る条例(S26) 

・職場管理者会議(職員の不祥事が確認された

場合すみやかに開催) 

 
２ 知事は、

内部統制の

目的を達成

するに当た

り、組織、

報告経路お

よび適切な

権限と責任

を確立して

いるか。 

 
２－１ 知事は、内部統制の目的を

達成するために適切な組織構造に

ついて検討を行っているか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 

・組織体制の整備・見直し 

(H26：審査指導課・各会計室の設置) 

・組織および定員管理について 

(総務部長通知)(毎年) 

・福井県の部制に関する条例(S28) 

・福井県行政組織規則(S39) 

・福井県事務決裁規程(S50) 

・福井県出先機関事務決裁規程(S50) 

 
２－２ 知事は、内部統制の目的を

達成するため、職員、部署および

各種の会議体等について、それぞ

れの役割、責任および権限を明確

に設定し、適時に見直しを図って

いるか。 

 
３ 知事は、

内部統制の

目的を達成

するに当た

り、適切な

人事管理お

よび教育研

修を行って

いるか。 

 
３－１ 知事は、内部統制の目的を

達成するために、必要な能力を有

する人材を確保および配置し、適

切な指導や研修等により能力を引

き出すことを支援しているか。 

 
・会計事務研修(毎年) 

・福井県職員の人材育成に関する基本方針 

に基づく職員研修(毎年) 

 
３－２ 知事は、職員等の内部統制

に対する責任の履行について、人

事評価等により動機付けを図ると

ともに、逸脱行為に対する適時か

つ適切な対応を行っているか。 

 
・コンプライアンス推進会議設置要綱(H22) 

・人事評価制度(人事評価ガイドブック) 

・綱紀粛正および服務規律の確保について 

(総務部長通知)(適時) 

・職場管理者会議(職員の不祥事が確認された

場合すみやかに開催) 
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② リスクの評価と対応 

 

＜評価結果＞ 

内部統制基本方針および推進要領により、内部統制の目的と取組、各所属における取組事項

（重点取組事項（リスク）の選定、自己点検表のチェック）など、リスクの選定から自己評価ま

での具体的なプロセス等を明示するなど、制度の適正な運用に向けた取組みが実施されている。 

 

基本的

要素 

評価の基本的な

考え方 
評価項目 統制内容を示す資料 

②
リ
ス
ク
の
評
価
と
対
応 

 
４ 組織は、内部

統制の目的に係

るリスクの評価

と対応ができる

ように、十分な

明確さを備えた

目標を明示し、

リスク評価と対

応のプロセスを

明確にしている

か。 

 
４－１ 組織は、個々の業務に係る

リスクを識別し、評価と対応を行

うため、業務の目的および業務に

配分することのできる人員等の資

源について検討を行い、明確に示

しているか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 

 
４－２ 組織は、リスクの評価と対

応のプロセスを明示するととも

に、それに従ってリスクの評価と

対応が行われることを確保してい

るか。 

 
５ 組織は、内部

統制の目的に係

るリスクについ

て、それらを識

別し、分類し、分

析し、評価する

とともに、評価

結果に基づい

て、必要に応じ

た対応をとって

いるか。 

 
５－１ 組織は、各部署において、

当該部署における内部統制に係る

リスクの識別を網羅的に行ってい

るか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 

 
５－２ 組織は、識別されたリスク

について、以下のプロセスを実施

しているか。 

1)リスクが過去に経験したもので

あるか否か、全庁的なものである

か否かを分類する 

2)リスクを質的および量的（発生

可能性と影響度）な重要性によっ

て分析する 

3)リスクについていかなる対応策

をとるかの評価を行う 

4)リスクの対応策を具体的に特定

し、内部統制を整備する 

 
５－３ 組織は、リスク対応策の特

定に当たって、費用対効果を勘案

し、過剰な対応策をとっていない

か検討するとともに、事後的に、

その対応策の適切性を検討してい

るか。 

 
６ 組織は、内部

統制の目的に係

るリスクの影響

度等の評価と対

応策の検討過程

において、自身

の所属に生じう

る不正の可能性

について検討し

ているか。 

 
６－１ 組織において、自らの所属

や他の所属において過去に生じた

不正および他の団体等において問

題となった不正等が生じる可能性

について検討し、不正に対する適

切な防止策を策定するとともに、

不正を適時に発見し、適切な事後

対応策をとるための体制の整備を

図っているか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 

・コンプライアンス推進会議設置要綱 

(H22) 
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③ 統制活動 

 

＜評価結果＞ 

 内部統制基本方針および推進要領により、リスクの選定から自己評価までの具体的なプロセス

等を明示するなど、適切な制度運用に向けた取組みがなされており、各所属における業務レベル

の評価結果をふまえても、基本方針や実施要領に沿った適正な運用が図られている。 

 

基本的

要素 

評価の基本

的な考え方 
評価項目 統制内容を示す資料 

③
統
制
活
動 

 
７ 組織は、リ

スクの評価

および対応

において決

定された対

応策につい

て、各所属に

おける状況

に応じた具

体的な内部

統制の実施

とその結果

の把握を行

っているか。 

 
７－１ 組織は、リスクの評価と対

応において決定された対応策につ

いて、各部署において、実際に指

示通りに実施されているか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 

 
７－２ 組織は、各職員の業務遂行

能力および各所属の資源等を踏ま

え、統制活動についてその水準を

含め適切に管理しているか。 

 
８ 組織は、権

限と責任の

明確化、職務

の分離、適時

かつ適切な

承認、業務の

結果の検討

等について

の方針およ

び手続を明

示している

か。 

 
８－１ 組織は、内部統制の目的に

応じて、以下の事項を適切に行っ

ているか。 

1) 権限と責任の明確化 

2) 職務の分離 

3) 適時かつ適切な承認 

4) 業務の結果の検討 

 
1）2） 

・福井県の部制に関する条例(S28) 

 ・福井県行政組織規則(S39) 

 ・福井県事務決裁規程(S50) 

 ・福井県出先機関事務決裁規程(S50) 

 ・福井県出納事務決裁規程(S50) 

3） 

・福井県事務決裁規程(S50) 

・福井県出先機関事務決裁規程(S50) 

・福井県出納事務決裁規程(S50) 

4） 

・組織定員管理方針(組織および定員 

管理について(総務部長通知))(毎年)  

 ・福井県内部統制推進要領(R2) 

 
８－２ 組織は、内部統制に係るリ

スク対応策の実施結果について、

担当者による報告を求め、事後的

な評価および必要に応じた是正措

置を行っているか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 
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④ 情報と伝達 

 

＜評価結果＞ 

 事務決裁規程により決裁権限を明示し、文書規程による文書の作成や、取扱いの原則を定める

ことにより信頼ある情報が作成される体制を整備している。 

 また、いんとらネットふくい（会計事務ポータルや全庁情報）等の整備により情報が適時かつ

適切に伝達される体制を構築している。 

 

基本的

要素 

評価の基本

的な考え方 
評価項目 統制内容を示す資料 

④
情
報
と
伝
達 

 
９ 組織は、内

部統制の目

的に係る信

頼性のある

十分な情報

を作成して

いるか。 

 
９－１ 組織は、必要な情報につい

て、信頼ある情報が作成される体

制を構築しているか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 

・福井県財務規則(S39) 

・福井県出納事務決裁規程(S50) 

・福井県事務決裁規程(S50) 

・福井県出先機関事務決裁規程(S50) 

・福井県文書規程(S61) 

 
９－２ 組織は、必要な情報につい

て、費用対効果を踏まえつつ、外

部からの情報を活用することを図

っているか。 

 
・福井県パブリックコメント制度実施要領 

(H12) 

・福井県行政情報ネットワーク運営管理 

 要領(H11) 

・福井県公益通報処理要領(H18) 

・附属機関に関する条例(S28) 

・附属機関および懇話会等の設置・運営 

 要綱(H8) 

 
９－３ 組織は、住民の情報を含む、

個人情報等について、適切に管理

を行っているか。 

 
・福井県個人情報保護条例(H13) 

・福井県個人情報保護条例施行規則(H13) 

・個人情報(マイナンバー)の提出について 

(H27.12.28付会計課長通知) 

・福井県情報セキュリティポリシー対策 

 基準(H19) 

 
10 組織は、組

織内外の情

報について、

その入手、必

要とする所

属への伝達

および適切

な管理の方

針と手続を

定めて実施

しているか。    

 
10－１ 組織は、作成された情報お

よび外部から入手した情報が、そ

れらを必要とする部署および職員

に適時かつ適切に伝達されるよう

な体制を構築しているか。 

 
・いんとらネットふくい(会計事務ポータル

や全庁情報)の運用 

・Office365運営管理要領(H31) 

 
10－２ 組織は、組織内における情

報提供および組織外からの情報提

供に対して、係る情報が適時かつ

適切に利用される体制を構築する

とともに、当該情報提供をしたこ

とを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

を構築しているか。 

 
・福井県公益通報処理要領(H18) 

・福井県行政組織規則(S39) 

 

 

⑤ モニタリング 

 

＜評価結果＞ 

 各所属における業務レベルの内部統制の運用状況に関しては、所属長による日常的モニタリン

グの実施とともに、上期（１０月）および下期（３月）時点での定期的な各所属の自己評価、評

価部局による独立的評価を実施するなど、推進要領に沿った適正な運用が図られている。 
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基本的

要素 

評価の基本的

な考え方 
評価項目 統制内容を示す資料 

⑤
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

 
11 組織は、内部

統制の基本的

要素が存在し、

機能している

ことを確かめ

るために、日常

的モニタリン

グおよび独立

的評価を行っ

ているか。 

 
11－１ 組織は、内部統制の整備および

運用に関して、組織の状況に応じたバ

ランスの考慮の下で、日常的モニタリ

ングを実施するとともに、それに基づ

く内部統制の是正および改善等を実

施しているか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 

・福井県出納事務決裁規程(S50) 

・福井県会計検査規程(S35) 

・福井県財務規則(S39) 

 
11－２ モニタリングまたは監査委員

等の指摘により発見された内部統制

の不備について、適時に是正および改

善の責任を負う職員へ伝達され、その

対応状況が把握され、モニタリング部

署または監査委員等に結果が報告さ

れているか。 

 
・福井県内部統制推進要領(R2) 

・福井県会計検査規程(S35) 

・福井県財務規則(S39) 

 

 

⑥ ＩＣＴへの対応 

 

＜評価結果＞ 

福井県ＩＴ（情報通信技術）推進要綱を定め、県の電子化に関する各種情報化施策の総合的か

つ効率的な推進および運営に努めている。 

また、福井県情報セキュリティポリシーにより、県が保有する情報資産の機密性、完全性およ

び可用性を維持するため、情報セキュリティ対策について基本的な事項を定めるなどの統制を行

っている。 

 

基本的

要素 

評価の基本的

な考え方 
評価項目 統制内容を示す資料 

⑥
Ｉ
Ｃ
Ｔ
へ
の
対
応 

 
12 組織は、内部

統制の目的に

係るＩＣＴ環

境への対応を

検討するとと

もに、ＩＣＴを

利用している

場合には、ＩＣ

Ｔの利用の適

切性を検討す

るとともに、Ｉ

ＣＴの統制を

行っているか。 

 
12－１ 組織は、組織を取り巻くICT環

境に関して、いかなる対応を図るかに

ついての方針および手続を定めてい

るか。 

 
・福井県ＩＴ(情報通信技術)推進 

要綱(H15) 

 
12－２ 内部統制の目的のために、当該

組織における必要かつ十分なＩＣＴ

の程度を検討した上で、適切な利用を

図っているか。 

 
・情報システムのライフサイクル・ 

マネジメントシステム実施要綱 

(H20) 

・福井県情報セキュリティポリシー 

基本方針(H19) 

・福井県情報セキュリティポリシー 

対策基準(H19) 

・財務会計オンラインシステムの 

セキュリティに関する実施要領 

(H15) 

・財務会計オンラインシステム施設 

および財務サーバ管理運営要領 

(H17) 

 
12－３ 組織は、ＩＣＴの全般統制とし

て、システムの保守および運用の管

理、システムへのアクセス管理ならび

にシステムに関する外部業者との契

約管理を行っているか。 

 
12－４ 組織は、ＩＣＴの業務処理統制

として、入力される情報の網羅性や正

確性を確保する統制、エラーが生じた

場合の修正等の統制、マスター・デー

タの保持管理等に関する体制を構築

しているか。 
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２ 業務レベルの内部統制の評価概要 

（１） 総括 

全２４３所属において業務レベルの評価を実施した結果、下表のとおり複数の不適事

項の発生が確認された。うち２件は「重大な不備」に該当する事案であった。 

また、これらの不適事項の発生を認識した経緯について確認したところ、各所属によ

る自己点検等によるものが約４５％、定期監査・会計検査等によるものが約３８％、そ

の他（相手方の指摘等によるもの）が約１７％であった。 
 

・不適事項件数 総括 

業務分野 件数 

評価区分 発見経緯 うち 

重点 

取組 

事項 

うち 

所属 

独自 

業務 

重
大 

大 中 小 
自所属 
(自己 

点検等) 

監査･ 
会計 

検査等 
その他 

組織的取組体制 4 0 4 0 0 0 0 4 0 0 

財
務
に
関
す
る
事
務 

１ 収入 40 0 8 26 6 18 13 9 13 0 

２ 支出 128 0 21 82 25 62 33 33 31 1 

３ 契約 52 0 10 38 4 12 26 14 13 0 

４ 予算 10 0 5 2 3 6 0 4 2 0 

５ 財産管理 126 0 21 22 83 70 56 0 47 0 

６ その他 17 2 8 1 6 0 15 2 0 0 

計 377 2 77 171 127 168 143 66 106 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 重点取組事項の取組結果 

令和４年度は、下記２項目を全庁的な重点取組事項とし、各所属においてリスク対応策

を検討した。 
 

①契約書に添付する仕様書や約款等の添付書類確認の徹底〔契約〕 

②予算化された歳入について変更（減免等）する場合の財政課協議の徹底〔収入〕 

（※②は本庁の予算計上所属のみ対象） 
 

    また、各所属において監査等で過去に指摘・指導された事項等を振り返り、自所属で発

生しやすい不適事項を中心に重点取組事項の選定を行った結果、全所属における取組件数

は１，３９４件であった。 

    不適事項（「不備あり」）は、８３所属において計１０６件確認された。そのうち、評

価区分「大」に該当する事案は２８件であった。 

（※R3年度：取組件数1,446件、不適事項80件、評価区分「大」28件） 

 

「重大」県および県民に対し大きな経済的・社会的不利益を生じさせる蓋然性が高いもの、 

もしくは実際に生じさせたもの 

「大」誤りの内容が重大な事故、規則違反等に該当するもの 

「中」不適切な行為その他重要な事項が認められるもの 

「小」軽微な改善すべき事項が認められるもの 
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・業務分野別集計結果（全庁的取組事項を含む） 

業務分野 
取組 
所属数 
（重複あり） 

項目数 
うち 

「不備あり」 

件数 

 

評価区分 

大 中 小 

１ 収入 159 223 13 3 10 0 

２ 支出 159 324 31 4 22 5 

３ 契約 241 427 13 0 12 1 

４ 予算 30 31 2 2 0 0 

５ 財産管理 184 306 47 19 5 23 

６ その他 68 83 0 0 0 0 

計  1,394 106 28 49 29 

 

・取組事項の数（１所属平均取組件数：5.7件）（※R3：6.0件） 

取組事項
選定数 

0件 1件 2件 3件 
4～5
件 

6～10
件 

11件 
以上 

計 

所属数 2 9 24 41 54 97 16 243 

 
 

    ・点検結果〔重点取組事項〕 

不備の区分 件数 評価区分「大」のうち主な内容 

整備上の不備 0  

運用上の不備 106 

・調定誤り（会計年度超え） 
・支払遅延、執行伺の事後作成 
・補助金交付額誤り 
・委員報酬の支払遅延 
・契約事務の検査における不備 
・公用車事故（修繕費発生、同一所属で複数発生） 
・点検・照合作業の不徹底 

 

 

（３）自己点検の取組結果 
 

①組織的取組体制（点検項目数：７） 

    推進部局において、リスク発生の原因として組織に共通する課題について点検項目を設

定し、各所属における自己点検時(R5.3.31)には不適事項なしであったが、点検結果の報

告後に重大な不備が２件発覚し、その一因として組織的取組体制の不備が認められること

から、評価部局において不適事項４件(評価区分「大」)と評価した。（※R3年度：1件） 
 

・点検結果〔組織的取組体制〕 

項目 業務分野 
件
数 

評価区分 内容 

大 中 小  

1～3 統制環境の不整備 0 0 0 0  

4 法令遵守意識等の欠如 2 2 0 0 
・学校徴収金等の着服 
・公文書の偽造 

5 職場環境等不備 1 1 0 0 ・風通しのよい職場環境作り 
や業務進捗管理の不備が 

公文書偽造事案発生の一因 6 業務の進捗管理不備 1 1 0 0 

7 不均等な事務分掌・協力体制不足 0 0 0 0  

合計 4 4 0 0  

 

※取組事項選定数が 0件の 2所属はいずれも「かい」（県の予算の令達を受けて、これを執行する出先機関）ではない出先機関 
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②財務に関する事務〔全庁共通業務〕（点検項目数：１２２） 

    推進部局において、リスク発生の原因として財務事務に関する課題（全庁共通）につい

て点検項目を設定している。令和４年度は点検項目を見直し、１２２項目について自己点

検を実施した。 

不適事項は、１４０所属において２６４件確認された（重点取組事項と重複する事案を

除く）。このうち、評価区分「大」に該当する事案は４４件であった。なお、不適事項と

して多かったものは、調定誤りや未収金の発生、公用車事故、支払遅延等であった。 

（※R3年度：点検項目数113、不適事項204件、評価区分「大」19件） 

 

・点検結果〔全庁共通業務〕 

業務分野 件数 
評価区分 

評価区分「大」の内容 
大 中 小 

１ 収入 27 5 16 6 
・国庫補助申請手続誤り（内示前着手） 

・調定誤り（会計年度超え） 

２ 支出 96 16 60 20 

・不適正支出（債権者誤り） 

・執行伺の事後作成 

・支払遅延（延滞金発生） 

・給与資金前渡口座に２年間現金滞留 

３ 契約 39 10 26 3 
・公告誤りによる入札中止 

・予定価格調書の作成漏れ 

・不適正検査（実績のない請求に対する支払） 

４ 予算 8 3 2 3 ・予算の計上漏れ（知事査定終了段階） 

５ 財産管理 79 2 17 60 ・公用車等事故（県過失100％、複数回発生） 

６ その他 15 8 1 6 
・点検・照合作業の不徹底 

・財務書類の紛失 

合計 264 44 122 98  

 

 

・不適事項が多い点検項目〔全庁共通事務＋重点取組事項〕 

順位 点検項目 件数 

１ 公用車運転時に交通法規を遵守し安全運転を徹底しているか。 39 

２ 
支払い事務において、複数職員が関与し、不適正支出（未払い、過
誤払い、年度・科目相違等）を防ぐ体制となっているか。 

29 

３ 執行伺等の作成時期等は適当か。 28 

４ 調定誤り、調定漏れおよび調定が遅延しているもの等はないか。 25 

５ 納入期限を過ぎて未収となっているものはないか。 13 
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③財務に関する事務〔所属独自業務〕（点検項目数：３１） 

②の全庁共通業務に該当しない業務を行う所属において、独自の点検項目を設定し、自

己点検を実施した。 

    企業会計やキャッシュレス徴収事務等、１３所属が延べ３１項目を設定し、不適事項は

１件確認された。 

 

・点検結果〔所属独自業務〕 

業務分野 項目数 
取組 
所属数 
(重複あり) 

うち 
不適 
件数 

    

評価区分 評価区分「大」の内容 

大 中 小  

１ 収入 9 7 0 0 0 0  

２ 支出 16 7 1 1 0 0 政務活動費と旅費の重複 

３ 契約 0 0 0 0 0 0  

４ 予算 0 0 0 0 0 0  

５ 財産管理 5 2 0 0 0 0  

６ その他 1 1 0 0 0 0  

合計 31 (13) 1 1 0 0  

 

 

（４）重大な不備 

令和４年度の財務に関する事務について、運用上の重大な不備を２件確認した。 

両事案とも、令和４年度の自己点検項目として設定していなかった不備であり、事案②

については評価対象期間外に発生・発覚したものであるため、「（３）自己点検の取組結

果」には含まれていない。しかし、その内容の重大性を鑑み、令和４年度福井県内部統制

における「重大な不備」として報告することとした。 

 

  ・事案① 

１ 件名（所属） 学校徴収金等の着服（教育委員会） 

２ 発生時期 令和４年１月～令和５年３月 

３ 内容 
・学校徴収金の修学旅行積立金口座より、口座名義人である校長の印鑑を
無断で使用して不正な出金を繰り返し、14,663,000 円を着服  
・現金で領収した学校徴収金 1,115,510 円および授業料 9,900 円を着服 

４ 発生理由 

・法令遵守に関する意識の欠如 
・複数の職員によるチェック体制の不備 
・「学校徴収金マニュアル」に基づく点検等の未実施 
・印鑑の管理体制の不備 

５ 是正措置の 
状況 

・着服金は全額弁済済み 
・全県立学校に対し、綱紀粛正と服務規律の確保、会計の適正な処理につ
いて通知するとともに、市町教育委員会あてに注意喚起 
・校長・事務長会議を開催し、マニュアルに基づいた会計事務処理体制の
徹底を指示 
・コンプライアンス推進会議を開催し、全庁に注意喚起 
・私費会計の全庁調査と緊急点検を実施し、管理方法を適正化 

６ 再発防止策 

・公金の検査に合わせ、学校徴収金の抽出検査を実施 
・学校事務職員の会計事務研修会を開催 
・令和５年度内部統制の想定リスクおよび自己点検項目に「私費会計不
備」を追加し、全庁的にチェック体制を強化 
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  ・事案② 

１ 件名（所属） 公文書等の偽造（交流文化部） 

２ 発生時期 ・令和５年４月 

３ 内容 

・令和４年度の（公財）文化振興事業団への委託事業４本に関して、 
 以下の２０件について公文書等の偽造を行った。 

①紛失した公文書の偽造７件、 
②決裁未了の公文書偽造１０件、 
③契約書偽造１件（契約書２部）、 
④私文書偽造１件（受託書１枚）、 
⑤公文書破損１件 

・同４月、相手方から契約書の内容の不備について問合せがあり発覚 

４ 発生理由 
・法令遵守に関する意識の欠如 
・風通しの良い職場環境づくりが不十分（コミュニケーション不足） 
・組織的な業務進捗管理体制の不備 

５ 是正措置状況 

・速やかに財務関係書類を再作成して決裁を行い、契約は有効に成立
しており、事務の履行に支障はない 
・職場管理者会議を開催し、書類等の適正管理や軽微な事務処理でも
組織的に対応する意識の醸成等について全庁に周知徹底 

６ 再発防止策 

・契約事務について、管理職員を含めた複数職員による確認を徹底 
・内部統制の点検項目に「財務書類の偽造」を明記 
・今回の文書偽造と同様の事案が生じた場合に、内部統制の点検プロ
セスを通じて財務手続きの不備を発見する方法等について、コンプ
ライアンス推進会議を開催して周知徹底 

 

 


